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市議会議員の神坂達成です。これまで私は、市立学校

体育館へのエアコン設置に全力で取り組んできました

が、2月議会では、市内全中学校（58校）へのエアコン

設置スケジュールが公表されました。また、全小学校体

育館（104校）への設置については、令和 4年度から PFI

を活用した整備手法の検討が示され、全小学校設置に向

け大きく前進することとなりました。 

災害時の防災力強化や、教育環境の整備という観点か

らも、早急な整備が望まれます。神坂達成は引き続き全

市立学校への設置に取り組んでまいります。 

さいたま市では、現在、０歳から中学校卒業までを対象とし

た医療費無償化を実施しており、子どもたちを安心して生み育

てることができる環境づくりを進めています。 

しかしながら、コロナ禍による景気悪化により、多くの子育

て世帯で家計が苦しい状況にあることから、高校生までの医療

費無償化の拡充を市長に要望しました。 

市長からは、多額の財政負担が発生することから、将来にわ

たり持続可能な制度として安定的に実施していくためにも、慎

重に検討を進めて行きたいとの考えが示されました。 

年 度 緑 区

令和4年度 美園南中学校

令和5年度
尾間木中学校
原山中学校

三室中学校
美園中学校

東浦和中学校
木崎中学校（浦和区）

令和6年度
令和7年度

これまで機会あるごとに議会で取り上げてきた

見沼 IC延伸に関して、国土交通省、埼玉県、さい

たま市で構成する「埼玉県東西軸道路検討会」にお

いて、さいたま見沼 ICから東北道（浦和 IC～岩槻

IC 間）が、優先検討区間として位置付けられまし

た。 

今後は、見沼田んぼをはじめ、環境や歴史・文化

資源等に配慮しつつ、専門家による計画段階評価

を進め、都市計画・環境アセスメントを経て、早期

の事業化がはかれるよう、引き続き後押ししてま

いります。 

令和 4年 2月議会報告 

 



 

死亡に伴う手続きを専用窓口一か所でできる「おくやみ

コーナー」を開設（9 月予定）します。死亡に伴う手続きは

多岐にわたり、これまでは、どこの窓口でどのような手続き

をすればよいのかわからないという不安や、複数の窓口を

まわる必要があるなど、ご遺族に大きな負担をおかけして

いました。今回開設する「おくやみコーナー」では、これま

で複数の窓口で行っていた様々な手続きを、ご遺族に寄り

添いながら丁寧に漏れのないよう対応します。 

ご遺族にとっては、各窓口への移動や共通事項の聞き取

りへの繰り返しの返答が不要となり、所要時間の短縮やス

ムーズな手続による負担の軽減が期待されます。導入にあ

たっては、予算要望や代表質問を通し、粘り強く設置を求め

てきたものが実現したものです。 

 

私たちの暮らしには、様々な困難が待ち受けています。例えば、子育てと介護を同時に抱えるダブ

ルケアや家族のひきこもりによる８０５０問題など、従来の縦割り行政では支援が届かない課題が山

積しています。これらをワンストップで包括的に受け止め、支援に必要なコーディネートを行うのが

「福祉まるごと相談」です。どこに相談すれば…？と悩まれたら先ずは「福祉まるごと相談」にお越し

ください。開設は 6月を予定しています。 

私は、市民が直面する困難のたらい回しを回避するため、福祉のことならなんでも相談できる「福

祉コンシェルジュ制度」の導入を議会提案（2017年 6月）していました。市長からは、「大変重要な視

点である」と前置きしたうえで、「区役所等のサービスを改めて再構築していくなかで検討を進める」

との約束が、この度「福祉まるごと相談」として市内全区において実現したものです。 

※ 議会での取組など HPにて公開しています。興味のある方は是非ともご覧ください。 

なお、市政に対するご意見、ご要望等ございましたらお気軽にお聞かせください。 

ご遺族にとっては、各窓口への移動や同じことを何度も

説明することなどが不要となり、所要時間の短縮やスムー

ズな手続による負担の軽減が期待されます。開設にあたっ

ては、公明党市議団が、代表質問や予算要望を通して強く

求めてきたものが実現したものです。 

まちかど目線で、あなたのくらしを応援します！ 

今回、埼玉県より取得する総合教育センター跡地は約 1 万

4,000㎡で、そのうち約７割は、昭和４１年に旧浦和市が埼玉県

に寄付したという経緯から、県の減額規定を最大限適用し、減

額前の価格が約 12億円のところ約 6億円での購入となります。 

今後、公園用地は、Park-PFI により事業者を公募選定し、そ

の後、公園の設計・施工を進め、令和 7年 10月の供用開始とな

ることが本会議質疑で明らかとなりました。 


